
雇用情勢は、2021年以降、感染拡大前と比べて求人数の回復に遅れがみられる産業もある
ものの、経済社会活動が徐々に活発化する中で持ち直している。また、求人の回復基調が続く
中で、女性や高齢者等の労働参加が着実に進展している。ただし、少子高齢化に起因する我が
国の労働供給制約や経済社会活動の回復などに伴う人手不足の問題も再び顕在化している。
2022年において、新規求人数は対前年でみて２年連続で増加し、年平均の完全失業率は前年
差0.2％ポイント低下の2.6％、有効求人倍率は同0.15ポイント上昇の1.28倍となった。
本章では、こうした2020年から続く感染症の影響からの改善状況を含め、2022年の雇用・

失業情勢の動向について概観する。

	 第１節	 雇用・失業の動向
●雇用情勢は、2021年以降、経済社会活動が徐々に活発化する中で持ち直し
求人倍率と完全失業率の動向について概観する。
第１－（２）－１図は、新規求人倍率、有効求人倍率、正社員の有効求人倍率及び完全失業率の

推移である。リーマンショック後の2009年以降、新規求人倍率、有効求人倍率、正社員の有
効求人倍率は長期的に上昇傾向、完全失業率は低下傾向が続いていた。2020年４月に感染拡
大による最初の緊急事態宣言が発出されて行動制限等が要請されると、景気の減退に伴い、い
ずれの数値も悪化した。このため、2020年平均では有効求人倍率は前年差0.42ポイント低下
の1.18倍、完全失業率は同0.4％ポイント上昇の2.8％となった。
緊急事態宣言は2021年９月末まで、まん延防止等重点措置は2022年３月まで断続的に発

出されたが、雇用情勢は、2021年以降、感染症の影響から経済社会活動が徐々に活発化する
中で持ち直した。2022年は、2021年に引き続き新規求人が増加傾向で推移した結果、2022
年平均の新規求人倍率は前年差0.24ポイント上昇の2.26倍、有効求人倍率は同0.15ポイン
ト上昇の1.28倍となった。完全失業率についても引き続き低下傾向で推移し、同0.2％ポイン
ト低下の2.6％となったが、いずれも感染拡大前の2019年の水準には回復していない。
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第１－（２）－１図 求人倍率と完全失業率の推移
○　雇用情勢は、2021年以降、経済社会活動が徐々に活発化する中で持ち直し。
○　新規求人倍率、有効求人倍率は上昇、完全失業率は低下。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて作成

（注）　１）データは季節調整値。
２）完全失業率は、2011年３～８月の期間は、東日本大震災の影響により全国集計結果が存在しないため、
補完推計値（2015年国勢調査基準）を用いている。

３）グラフのシャドー部分は景気後退期を表す。
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●就業率は約６割、就業者のうち正規雇用労働者は約５割、非正規雇用労働者は約３割
第１－（２）－２図により、我が国の労働力の概況をみていく。
2022年の我が国の労働力の概況をみると、就業者は約6,700万人であり、就業率は約６割

となっている。失業者は約200万人、働く希望はあるが求職活動はしていない就業希望者は
約240万人であり、合計すると約440万人は働く希望はありつつも仕事に就けていない。こ
れらの者の就業意欲がある者（就業者＋失業者＋就業希望者）約7,100万人に占める割合は
６％程度であることから、我が国においては、就業意欲がある者の94％程度が実際に仕事に
就いている状況にある1ことが分かる。就業者の内訳をみると、雇用者が約6,000万人と、就
業者の大半を占めており、雇用者の中では、正規雇用労働者が約3,600万人と約６割、非正規
雇用労働者が2,100万人と約３割を占めている。
男女別に就業率をみると、男性は約７割、女性は約５割となっており、女性においては非労

働力人口が男性に比べて1,000万人ほど多い状況である。女性の非労働力人口のうち、働く希
望はあるが求職活動はしていない就業希望者は失業者の２倍の約160万人となっており、女
性においては、就業を希望している者のうち、多くが求職活動まで至っていないことが示唆さ
れる。

1	 厚生労働省（2022）でも指摘されているように、失業については、労働力需要が不足することに起
因する「需要不足失業」と、求人・求職者間のミスマッチや情報の非対称性により生ずる「構造的・摩
擦的失業」があり、失業者等の全てが、仕事がないために仕事に就けない者というわけではない。
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第１－（２）－２図 我が国の労働力の概況（2022年）
○　我が国の15歳以上人口に占める就業者の割合（就業率）は約６割であり、就業者のうち、正規雇
用労働者は約５割、非正規雇用労働者は約３割となっている。

○　男女別に就業率をみると、男性は約７割、女性は約５割となっている。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）「労働力人口」は、15歳以上人口のうち「就業者」と「失業者」を合わせたもの。

２）「就業者」は「従業者」と「休業者」を合わせたもの。
３）「失業者」は、「就業しておらず、調査期間を含む１か月間に仕事を探す活動や事業を始める準備を行って
おり（過去の求職活動の結果待ちを含む。）、すぐに就業できる者」、「完全失業者」は、「失業者」のうち「毎
月の末日に終わる１週間（12月は20～26日の１週間）に仕事を探す活動や事業を始める準備を行った者
（過去の求職活動の結果待ちを含む。）」。
４）「非労働力人口」は15歳以上人口のうち、「就業者」と「失業者」以外のもの。
５）「就業希望者」は、「非労働力人口」のうち就業を希望しているもの。
６）「不本意非正規雇用労働者」とは、現職の雇用形態（非正規雇用労働者）についた主な理由について「正規
の職員・従業員の仕事がないから」と回答したものとしている。
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